
 

平成３０年議案第９０号 

平成３０年度江南市一般会計補正予算（第８号） 

 平成３０年度江南市の一般会計の補正予算（第８号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 822,775千円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ 29,938,474千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入 

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 既定の繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第３条 既定の債務負担行為の追加は、「第３表 債務負担行為補正」による。 

（地方債の補正） 

第４条 既定の地方債の追加は、「第４表 地方債補正」による。  

平成３０年１２月１９日提出 

江南市長  澤田 和延 
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出

,077 153,21

予

4 382,291

算

1

補

7 繰 入 金 1,125,

正

257 366,261

歳

1,491,518

　

2 基 金 繰

入

入 金 1,125,256 366,261 1,491,517

20 市 債 2,048,600 303,300 2,351,900
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款

300 2,351,9

項

00

歳　

補

　入　　合　　計 29

正

,115,699 82

第

前

2,775 29,93

の

8,474

額 補 正　額 計

千

１

円 千円 千円

表
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歳
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入
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歳

4 国 庫 交 付 金 229
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1,691,785

6 下 水 道 費 731,217 423 731,640

9 消 防 費 997,498 3,643 1,001,141

1 消 防 費 997,498 3,643 1,001,141

10 教 育 費 3,131,548 802,065 3,933,613

1 教 育 総 務 費 501,301 982 502,283

2 小 学 校 費 616,576 811,706 1,428,282

3 中 学 校 費 358,326 △11,118 347,208

4 社 会 教 育 費 335,668 301 335,969

5 保 健 体 育 費 1,319,677 194 1,319,871

歳　　出　　合　　計 29,115,699 822,775 29,938,474

歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

千円 千円 千円

1 議 会 費 287,353 938 288,291

1 議 会 費 287,353 938 288,291

2 総 務 費 2,922,248 4,837 2,927,085

1 総 務 管 理 費 2,289,465 2,896 2,292,361

2 徴 税 費 392,035 1,355 393,390

3 戸籍住民基本台帳費 169,858 517 170,375

6 監 査 委 員 費 19,546 69 19,615

3 民 生 費 12,521,416 7,286 12,528,702

1 社 会 福 祉 費 6,108,455 1,863 6,110,318

2 児 童 福 祉 費 5,281,220 5,423 5,286,643

4 衛 生 費 2,662,608 1,115 2,663,723

1 保 健 衛 生 費 926,727 673 927,400

2 清 掃 費 1,735,881 442 1,736,323

6 農 林 水 産 業 費 245,888 298 246,186

1 農 業 費 245,888 298 246,186

7 商 工 費 360,403 355 360,758

1 商 工 費 360,403 355 360,758

8 土 木 費 3,380,041 2,238 3,382,279

1 土 木 管 理 費 200,860 771 201,631

3 河 川 費 89,425 105 89,530

4 都 市 計 画 費 1,690,846 939
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第２表 繰越明許費補正 

  ［単位：千円］ 

款 項 事 業   名 金  額 

10 教 育 費 ２ 小 学 校 費 学 校 施 設 空 調 設 備 整 備 事 業 825,348 

第３表 債務負担行為補正 

  ［単位：千円］

事  項 期   間 限 度 額

古 知 野 東 小 学 校 臨 時 校 舎 整 備 事 業 平成 30 年度～平成 36 年度 43,611 
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第４表 地方債補正 

    ［単位：千円］ 

起 債 の 目 的        

補  正  前 補 正   後 

限 度 額     

起債 

の 

方法 

利率 

償還 

の 

方法 

限 度 額     

起債 

の 

方法 

利率 

償還 

の 

方法 

ブロック塀改修事業 

（ 小 学 校 ） 
0 

普通 

貸借 

又は 

証券 

発行 

4.0%以内 

(ただし、

利 率 見 直

し 方 式 で

借 り 入 れ

る 政 府 資

金 及 び 地

方 公 共 団

体 金 融 機

構 資 金 に

ついて、利

率 の 見 直

し を 行 っ

た 後 に お

いては、当

該 利 率 見

直 し 後 の

利率) 

借 入 れ

の 日 か ら

据 置 期 間

を 含 め て

30 年以内

償還。ただ

し、市財政

の 都 合 に

よ り 据 置

期 間 及 び

償 還 期 限

を短縮し、

又 は 繰 上

償 還 も し

く は 低 利

に 借 換 え

す る こ と

ができる。 

41,000 

補正 

前に 

同じ 

補正 

前に 

同じ 

補正 

前に 

同じ 

空調設備整備事業

（ 小 学 校 ） 
0 244,400 

ブロック塀改修事業 

（ 中 学 校 ） 
0 17,900 

計 2,048,600 2,351,900 
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13 国 庫 支 出 金 3,390
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2 総 務 費 2,922,248 4,837 2,927,085
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（歳 

12,528,702

4 衛 生 費 2,662,608 1,115 2,663,723

6 農 林 水 産 業 費 245,888 298 246,186

7 商 工 費 360,403 355 360,758

8 土 木 費 3,380,041 2,238 3,382,279

9 消 防 費 997,

 出

498 3,643 1,

款

001,141

補正

10 教 育 費

前

3,131,548 8

の

02,065 3,93

予

3,613

算額 補

）

正予

歳 出 合 計 29,1

算
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額

775 29,938,

計
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千円 千円 千円

1 議 会 費
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歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

938

4,837

7,286

補 正 予

1,115

算 額 の 財

298

源 内 訳

特

355

定 財 源

一

2,238

般 財 源

3,643

153,214 303,300 345,551

153,214

国

303,300 366

県

,261

支 出 金 地 方 債 そ の 他

千円 千円 千円 千円
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１　特別職

長等 3 30,048 12,164 48

3.35月分

議員 22 120,204 48,658

3.35月分

その他の 513 98,588

特別職

計 538 218,792 30,048 60,822 48

長等 3 30,048 11,982 48

3.3月分

議員 22 120,204 47,932

3.3月分

その他の 513 98,588

特別職

計 538 218,792 30,048 59,914 48

長等 182

議員 726

その他の

特別職

計 908

比　較

区分 職員数（人）

給与費

報酬 給料
期末手当
年間支給率

その他の
手当

補正前

給　与　費　明　細　書

補正後

地域手当
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［単位：千円］

給与費

計

42,260 6,962 49,222 通勤手当 48

168,862 45,668 214,530

98,588 9,102 107,690

309,710 61,732 371,442

42,078 6,953 49,031 通勤手当 48

168,136 45,668 213,804

98,588 9,102 107,690

308,802 61,723 370,525

182 9 191

726 726

908 9 917

共済費 合計 備考
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２　一般職

（1）総括

（　）内は、再任用短時間勤務職員の数であり、外書きしています。

（2） 給料及び職員手当等の増減額の明細

増減分

増減分

増減額

職員手当等 13,081 制度改正に伴う 9,822

9,822

給与改定に伴うその他増減分 3,259

132,981

325

比　較

3,763,920

扶養手当 地域手当

133,306

管理職手当

97,677

97,677

56,167

56,167

(16)

621 1,712,420

補正前
621 2,064,581

2,069,953

計

1,699,339

区分

補正後

職員数（人）

給与費

3,782,373

給料 職員手当等

(16)

区分 夜勤手当

517,614

補正前

補正前

5,372 13,081 18,453

比　較

補正後

7,967

35

8,002

補正後

1,296

勤勉手当

362,283

比　較

516,318 351,546

区分 増減額 増減事由別内訳

給　　料 5,372 給与改定に伴う

説明

10,737

職員手当等
の内訳

区分

期末手当

3,238

5,372

勤勉手当

その他増減額

21
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［単位：千円］

［単位：千円］

給与改定の状況

給料の改定率

給与改定の実施時期 平成３０年４月１日

　12月期 0.90月分(0.425月分) 0.95月分(0.475月分)

(　　)内は、再任用短時間勤務職員の支給率です。

地域手当 期末手当

時間外勤務手当 勤勉手当

夜勤手当 退職手当

0.27%

325

（改定後）（改定前）

1,296

35 307

時間外勤務手当

賃金分を含む

4,459,135

〔4,522,011〕

695,215

113,697

113,316

〔760,348〕

〔758,091〕

賃金分を含む

697,450

共済費 合計

4,479,823

備考

〔4,542,721〕

20,688

特殊勤務手当

3,006

34,595

334,867

22,753

〔2,257〕

賃金分を含む

27,448

27,448

〔20,710〕

2,235

退職手当

通勤手当

22,753

住居手当

334,560

児童手当

34,595

3,006

381

307

備考

管理職員特別勤務手当

1,005

1,005

381 894
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（3） 給料及び職員手当等の状況

ア 職員１人当たりの給与

イ 初任給

ウ 級別職員数

125 人 ％

(10) 85

104

67

43

18

28

10

(10) 480

124 人 ％

(12) 87

101

65

42

20

26

10

(12) 475

（　）内は、再任用短時間勤務職員であり、外書きしています。

（級別の標準的な職務内容）　

職員数

一般事務職

一般事務職

148,600円

263,132円

148,600円

3.7

329,967円

37歳

一般事務職

平均給料月額

328,479円

平均年齢

平均給料月額

26.0

平均給与月額

区分

平成３０年１０月１日現在

180,700円

消防職

262,465円

180,700円

37歳

学歴

平均給与月額

４級

一般行政職

高校卒

平成２９年１０月１日現在

区分

２級

５級

６級

5.8

13.7

21.3

１級

構成比

2.1

100.0

18.3

5.5

26.1

8.8

平成２９年１０月１日現在

区分

平成３０年４月１日

区分

平成３０年１０月１日現在

３級

計

８級

21.7

14.0

６級

４級

17.7

５級

100.0

2.1

9.0

２級

平均年齢

大学卒

主査主事書記 主任

７級

３級２級１級

１級

７級

計

４級

4.2

８級

３級
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17 人 ％ (4) 人 ％

(2) 16 1 2.8

23

22 17 47.2

16 18 50.0

6 － －

4 － －

1 － －

(2) 105 (4) 36

19 人 ％ 人 ％

(4) 15 1 2.5

23

21 21 52.5

14 18 45.0

6 － －

4 － －

1 － －

(4) 103 40

構成比

180,700円

職員数

労務職

305,240円

労務職

306,865円

335,319円

295,926円

146,000円

15.2

21.9

21.0

22.3

1.0

15.2

5.7

100.0

主幹

18.4

3.8

参事・部長

６級

100.0

14.6

20.4

副主幹

８級

53歳

労務職消防職

363,867円

行政職（一）

38歳

行政職（二）

291,723円

362,023円

37歳

330,654円

53歳

国の制度

職員数

消防職

148,600円

７級

3.9

5.8

13.6

1.0

５級

100.0

統括幹・課長

16.2

100.0

構成比

146,000円
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エ 昇給

621 人 480 人 105 人

495 人 376 人 93 人

6 人 5 人 人

468 人 350 人 93 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

21 人 21 人 人

79.71 ％ 78.33 ％ 88.57 ％

職員数欄は、再任用短時間勤務職員以外の職員数です。

オ 期末手当、勤勉手当

（　）内は、再任用短時間勤務職員の支給率です。

カ 定年退職及び定年前早期退職に係る退職手当

キ 地域手当

6 ％

(16) 621 人

（　）内は、再任用短時間勤務職員であり、外書きしています。

4.45

(2.35)(1.275)

2.325

昇給に係る職員数（B）

合計

補正後
2.125 2.325 4.45

2.125 2.275 4.40

(1.075) (1.225) (2.30)

(1.075) (1.275)

区分

国の制度
（支給率等）

24.586875 月分

6

33.27075

2.125

月分 月分

25年勤続の者

支給対象地域

支給率

支給対象職員数

国の指定基準に基づく支給率

33.27075

号給数別内訳

比率（B）／（A）

区分

国の制度

支給率等

補正前

35年勤続の者

47.709 月分

１号給

３号給

(1.075)

全地域

(2.35)

12月
支給率計

47.709

％

消防職

月分 47.709 月分 47.709 月分

月分

月分

最高限度

６号給

８号給

一般事務職

４号給

２号給

区分

職　 　員　 　数（A）

補正後

代表的な職種

支給期別支給率

６月

24.586875

20年勤続の者

月分

月分

月分

月分

月分

月分

月分

月分
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36 人 621 人 480 人 105 人 36 人

26 人 495 人 376 人 93 人 26 人

1 人 6 人 5 人 人 1 人

25 人 468 人 350 人 93 人 25 人

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

人 21 人 21 人 人 人

％ 79.71 ％ 78.33 ％ 88.57 ％ ％

国の制度に同じ

国の制度と異なる

代表的な職種

72.22

有

代表的な職種

72.22

労務職

補正前

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

有

合計
労務職一般事務職

その他の加算措置等

定年前早期退職特例措置
（1年につき3％加算）

定年前早期退職特例措置
（1年につき2％加算）

備考

消防職

補正後

備考
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ク 特殊勤務手当

道路補修作業手当、消防手当

ケ その他の手当

区分

給料総額に対する比率

支給対象職員の比率
（平成３０年１０月１日現在）

代表的な特殊勤務手当の名称

区分

扶養手当

住居手当

通勤手当

市外在住者の上限額　13,500円

2.50 100.00 ％％

％％ 0.100 ％

差異の内容国の制度との異同

同じ

異なる

同じ

一般事務職

8.33 ％

0.61

％

％

19.32

0.12

全職種
労務職消防職

代表的な職種
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